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論文
日本の労使関係の特質について
西
?
孝 男
ー
日本は「松国なるべし，「桜花国」と相待たざるべからず」，志賀重昂『日本
風景論』1)以来，日本人論はおびただしいものがある。「イギリス人は歩きなが
ら考える。フランス人は考えた後で走り出す。そしてスペイン人は，走ってし
まった後で考える」，流麗な文章で各国の国民性をえがきながら， 日本人が西
ヨーロッパの諸国民とその考え方やものの見方が違うことを明らかにした笠信
太郎『ものの見方について』2)は， ベスト・セラーになった。 日本人の手にな
る日本人論が多いのは， 日本人が他を意識しがちな性格によるのかもしれな
ぃ3)。
日本人は，民族，文化，言語，国民の四つの境界をーにしている世界に稀な
まとまりのよい人間集団である。日本人の人間関係の性格について，感情のこ
まやかさ，対立を好まず，体面を重んじるなどが指摘されるが4), 他の国の人
1)明治27年，岩波文庫版46ペー ジ。
2)昭和32年，角川文庫版16ペー ジ。
3)欧米人はその特殊性を研究においてそれほど意識しない。とくにアメリカ人はアメリ
力的なものは，資本主義国において普遍的なものと考えがちである。これに比べてわ
が国では，労働問題研究についていっても， 常に欧米を意識しながら進められてき
た。これは日本の労使関係が，西欧などに比べてかなり特殊なものをもつというより
も，わが国の学問研究が欧米先進諸国に学び，すぐれたものを輸入してきたという伝
統によるであろう。
4)統計数理研究所「日本人の国民性」（昭和36年，至誠堂） 538ペー ジ。
69 
846 閥西大學「綬演論集」第26巻第6号
々ときわだって異なるパーソナリティとして， 「イエ」を中心とする集団指向
性，他律性がうかび上ってくる。
和辻哲郎氏は，日本民族の遺伝的な伝統と風土とが相互規定の関係にあり，
日本人の国民的性格はモンスーン的である，それは，中国やインドに見出せな
いような台風的激情性，戦闘的な力強さと活淡なあきらめ，忍従性であり，こ
の日本人的な性格は，共同体の作り方， 「イェ」にあらわれる， とされる 5)0
ー「日本人はアメリカ人がこれまでに国をあげて戦った敵の中で，最も気
心の知れない敵であった」一ーにはじまるJレース・ベネディクトの『菊と刀』
は，美を愛好し菊作りに秘術をつくすとともに刀を崇拝し武士に最高の栄誉を
帰する日本人の複雑な性格を象徴的に“菊と刀”としてとらえたものである
が，アメリカ人と日本人の心理を， 「罪の文化」と「恥の文化」に類型化して
いる。前者は，内面的な行動であり個人の問題である。その思想的基盤にキリ
スト教がある。日本人の恥ー~罪悪感ーーは，外面的な行動規範であって，自
分の属する集団の人たちの信頼を裏切ることになるのではないか，という自覚
において最も尖鋭にあらわれる。 日本人は， 「各人が自己の行動に対する世評
に気をくばる，その他人の判断を基準にして自己の行動の基準を定める」6)の
であって，他律的なものである。
中根千枝氏は，西欧とではなく，日本と同じアジアのインドとの社会人類学
的分析から日本を“縦割り社会”と規定する。わが国では，インドの階級社会
におけるよりもはるかに同一集団の上下の mobilityが存在し，そこには情緒
的な一体感，親分子分的な序列がみられる，わが国の企業体と従業員とは「縁
あって結ばれた仲」であり，その影響は私生活にまで及ぶ， 「この方向は， 明
治・大正・昭和，戦時・戦後を通じて一貫して，経営者によって意識的に強調
5) 『風土』昭和10年，岩波書店
6) Ruth Benedict; The Chrysanthemum and the Sword - Pattern of Japanese 
Culture-, Boston, 1964, 長谷川松治訳「菊と刀」（現代教養文庫， 社会思想社）
269ページ。 この問題については， 作田啓ー氏をはじめとする多くの議論があるよう
だが，私はみていない。後述する土居健郎「甘えの構造」を参照した。
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され，そしてそれが常に成果をおさめ，成功してきた」7)という。氏の見事な
割り切り方に若干の疑問を感じるが，日本人の集団指向性をよくとらえている
と思う。
同じく日本における家族擬似集団としての「イエモト」の存在を指摘したの
が， F.L. K. シューである。シューは，中国，インド，アメリカという三つの
文明社会における典型的な第二次集団，クラン，カスト，クラブを中心に，そ
れぞれの文化構造を究明し，日本の第二次集団として「イエモト」制度をとり
あげる。これは単に芸道の制度のみならず，政党，企業体などあらゆる近代組
織においてもみられるし， 日本の近代化のための有効なチャネルであった，
「近代日本の企業，組織への忠誠，および組織力という，企業にとって最も重
要な資源を供与したのだった」s)o
土居健郎『「甘え」の構造』9)は，精神科医の目からする日本人論である。
「甘え」は，他を必要とする。「甘え」の心理は， もっぱら情緒的な自他一致
の状態をかもし出す。日本人が概して集団行動を好むこと，さまざまの日本人
の慣習や言葉が，日本の社会に浸透した「甘え」ー一欧米語にそれに相当する
ものが存しない—によって説明されている。
以上のような若干の観察から，日本人の日常生活を貫ぬく変りにくい性質と
して，集団指向性なり他律性ともいうべきものが，一つのアイデンティティと
してうかびあがってくる 10)。私は，これが日本の労使関係を解く一つの鍵で
7)中根千枝「タテ社会の人間関係ー単一社会の理論ー」（講談社現代叢書， 昭和42
年） 45~46ペー ジ。
8) Francis L. K. Hsu; Clan, Caste, and Club (1963), 作田啓—• 浜口恵俊共訳「比
較文明社会論」（培風館，昭和46年） 320ページ。日本人を．その対極としてのユダヤ
人を鏡として映しだしたイザヤ・ベンダサン『日本人とユダヤ人」（角川文庫， 昭和
46年）ごろから， 日本人論はプームになった。「和」をもって尊しとなす日本では，
「全員一致，一人の反対者もない」ということが当然のこととされているが，個人主
義が社会の基礎をなしているユダヤ人においては， 「全員一致の審決は無効」なので
ある (96ペー ジ）。
9)弘文堂，昭和46年
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あると思うのである。
2 
労使関係は，一面において人間関係を媒介として生ずる現象である。それは
近代工業社会における諸グループ間および個人の複雑な相互作用の場であって
同時により大きな社会構造の一部である。そこには，その近代史の中で展開さ
れた歴史的事情，さまざまの環境的要因， 巨視的に民族のパーソナリティ 11)
とされるものの影響が存在する。
近代日本人の生活感情や意識の奥底深く潜入している集団指向性，一定の方
向への情緒的反応は，伝統なり慣習といえるものを左右するし，労使関係を一
定の状況のもとで一定のしかたで行動せしめるいわば反射運動的な行動を集約
するものである。
しかし，巨視的に日本人のパーソナリティとされるもの，それ自体独立して
いるのではない。人間は社会的存在であるとともに資本主義が発展するほど経
済的関係にある。パーソナリティに連続性が存在することは，それが社会的・
経済的要因に検証されたことを意味する。そして社会的・経済的要因は，相互
作用の関係にある。
一旦成立した諸制度は，それ自身ある程度，惰性をもって動く傾向をもつ。
その結果つづく事態が，人々を特定の方向において行動することを強制し，行
動のパクーンとして残存し，伝統的に維持される労使関係を形成してくるので
10)特定の文化をもった社会に住みなれたものが，全く異なった文化をもった社会に移っ
た場合に体験する不適応状況を culturalshockという。海外でメダカのように群れ
たがる日本人が，他人のことにあまりお節介しない個人主義的な人間関係の西欧にお
かれるとき，この shockを受けやすいようである。深田祐介『西洋交際始末」（文芸
春秋社，昭和51年）は，これを面白い読みものにしている。
11)ある社会に特定のクイプの「パーソナリティ」が大蘊に存在することによって，その
社会のアイデンテイティがまた特徴づけられる。この点については，『「甘え」と社会
科学』（弘文堂，昭和51年） 96~103ページの大塚久雄，川島武宜，土居健郎三氏の討
論参照。
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ある。
したがって労使関係の研究も，社会諸科学の関連領城であり，学際的性格を
もつものである。ダンロップの言葉を借りれば， 「多くの諸科学，歴史学，経
済学，行政学，社会学，心理学や法律学が出合う十字路」12)なのである。丸山
真男氏のいわゆる“クコツボ018)であってはならないであろう。労使関係は結
局において人間の社会的な営み，行動とその軌跡であるからである。それを内
面から支え推進するエートスあるいは思考様式のクイプというものを把握しな
ければならない。
3 
日本の労使関係の特質を論じたものとして，昭和20年代の後半に学界を風靡
したのは，大河内一男氏のいわゆる“出稼ぎ型労働論”であった。
大河内一男氏によれば， 企業別組合は， 「日本主義が創り出した賃労働の特
殊性格＝型と切り離してはありえない」， 日本の「賃労働は，農家経済と結び
つきながら，そこに根をおいたまま，短期的に提供される。この場合には，エ
場地帯や鉱山地帯に，定住人口としての「労働人口」は蓄積されることはな
い」14)ものである。
12) John T. Dunlop; Industrial Relations .System, 1958, p. 9 
13)丸山真男氏によれば，わが国の学問はタコツボ的である。ヨー・ロッパでは，ギリシャ
ー中世ールネッサンスの長い文化的伝統が根にあって末端がササラのように分化して
いる。日本がョーロッパの学問を受け入れたときには，学問の専門化，個別化が非常
にはっきりした形をとるようになった段階であり，ササラの上の端の個別化された形
態が移植された。わが国では諸科学は，独立に分化し技術化されたクコツボになって
いるのである。丸山真男『日本の思想』（岩波新書，昭和36年） 129~151ページ参照。
また， 日本では少くとも社会科学の分野では，その方法や理論を自分で生み出すとい
う伝統が比較的弱かった，大きい流れとして，輸入が大部分を占めていた，学術用語
は出来上った一義的な形で輸入されてきた，という指摘がある。前掲『「甘え」と社
会科学」 21~32ページ参照。
14)大河内一男『戦後日本の労働運動」（岩波新書，昭和36年改訂版） 96~99ペー ジ。
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この“出稼ぎ型労働”論は，その後，日本の賃労働が，農家経済との結びつ
きをゆるめ，工場地帯に定住人口としての労働人口が蓄積されるにもかかわら
ず依然として企業別組合が変らないことによって，自らを否定するに至った。
しかし，別の角度からする日本賃労働と農村との結びつきは主張されよう。
それは，東アジアモンスーン地帯下の日本的農耕社会の性格である。瀧漑，
水防，畔つくりなどの作業はすべて集団の協力を前提とするものであり， 「集
団の成員は，共同の作業に，共同の葬式，儀礼にお互いの連帯感を深めるから
相互依存的に生きていかざるを得なかった」， ここで他律は集団の論理に従っ
て行動する日本人の基本的属性となる。「広漠たる草原を牧草を求めながら羊
のおもむくままに移動してゆく遊牧民」はその本質において自律的・個性的で
ある，日本人の行動様式が，遊牧対農耕という基礎的な文化の相違からする牧
畜的移動的社会構造と，農耕的定住的集落的共同社会の構造の差からとらえら
れるのである。荒木博之氏は， 「日本文化の性格形成にあたって，水稲栽培的
共同体構造が決定的な役割を果たし，現在もなお果しつつある」16)とされる。
ここでは，ムラと呼ばれる集落がきわめて閉鎖的，全体社会的，自足的ミクロ
コスモスであった。この中に，自己犠牲的，集団論理的行動様式が生れるので
ある。かく形成されてきた他律的精神構造が，集団論理のそれとともに，日本
人の多くの行動様式を説明する効果的な指標となっている。その意味で，日本
労使関係の基底に，その成立の契機において日本的独自性をもっていたと考え
られる日本的農業共同体があるだろう。
ここで私は，日本の企業を欧米との企業との対比において「集団主義」とと
らえる理論に注目する16)。 日本人の集団は， 欧米人のそれが自律的個人のい
わば契約による集団であるのに対して，他律的人間の集団である。
15)荒果博之『日本人の行動様式』（講談社，昭和48年） 24~25ペー ジ， 28ペー ジ。
16)例えば， 間宏『日本的経営――—集団主義の功罪」（日経新書， 昭和46年）。津田真激
『集団主義経営の構想」（産業労働調査所，．昭和48年）など， 両氏の集団主義の概念
はかならずしも一致しない。
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欧米の企業が厳密な契約関係によってはじまり，日本では，かならずしもそ
の関係で割り切れない。日本では，勤めるに際して，雇用契約を相互に交わす
というようなことはない。仕事に関する契約関係に入るというより，むしろ会
社の一員になる，といった方がぴったりする17)0
4 
近年，日本の労使関係の特質をめぐる議論がさかんである。私はここでは小
池和男氏の論文をとりあげる18)0
小池氏は，アメリカの重化学工業，事実上，中規模企業以上層の調査結果を
前提として，これと対比しての日本の職場レベルの労使関係の特質として，っ
ぎの 6点をあげる。
(1) 日本の労働者のキャリア， 「こなす仕事の範囲で測った工場内移動が，
アメリカよりやや広い」
(2) 「職場内および親しい職場間の（仕事への）人の配置が，（セニョリティの
きびしい適用によってなされるのではなく）状況の変化に応じひんぱんに移動
が行われている」，日本の労働者の作業範囲と作業量，職場の定員，配置，
昇進，レイオフの人選などがフレキシプルであり，労働者のキャリアの巾
17)三戸公「公と私』（未来社， 昭和51年） 16~17ページ参照。 なお三戸氏は個人主義
(individualism)に対する日本の集団主義を， collectivismとされるが, group-
ishnes・ が適切だろう。
18)近年の日本の労使関係の特質をめぐる論議を日本労働協会雑誌に，ついてみれば，っ
ぎのとおりである。陽谷三喜男「日本労使関係論の再検討」（上185号昭和49年8月，
下187号同10月）， 舟橋尚道「内部労働市場と年功制論」 (192号昭和50年3月）， 島田
晴雄「年功制論と国際比較の方法」 (194号昭和50年5月）， 小池和男「わが国労使関
係の特質と変化への対応」 (207号昭和51年6月）， 熊沢誠「配置の柔構造と労働者の
構造」 (214号昭和52年1月）。前三者については，［私は別の機会にとりあげた（経済
論集25巻2・3・4号「労使関係の国際比較」）。熊沢論文は，小池論文の批判として
書かれたもので，熊沢氏はここでとりあげる 6点に限定づきではあるが賛意を表して
おられる。
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が広く，多様な仕事をこなし，さまざまの変化に適応しやすい「柔構造」
である。この柔構造は「仕事とひとまずきりはなされた賃率決定方式」と
「親和的」である。
(3) 「本工労働者のキャリアの上限が」，「役付工を含む度合がアメリカより
大きい」， ここで役付エとは全日監督業務にたずさわるポストをいい，ァ
メリカの職長に当るものである。
(4) とは言え，本工のキャリアからきりはなされた「下積み労働者」（広義の
臨時エ，社外エ）の広範の存在のゆえに， 「キー ャリアの下限は， わが国がや
や狭い」。
(5) 日本の（労働組合の）雇用調整に対する取り組みは，本工の雇用を「アメ
リカ以上に頑強に守ろうとするが， そこで力つき，結局」，だれをレイオ
フするかについて「経営専制を許し」，再雇用の保障を全く守れない。
(6) 日本では「キャリアの決定と挫折を通じ，経営の恣意を許さないような
マギレのない）レールがみられない」，「それは，労働組合の介入度が低いと
いってよい」。
このような日本の「柔構造」がアメリカでみられないのは，前述のように欧
米では，個々の職種・職務が厳密に規定せられ，確定せられて，雇用の際には
各人ごとにそれぞれ雇用契約を交わすところからくるだろう。個々の労働者は
その個々の職務を種々の労働条件のもとにおいて果たし，代りに賃金を受けと
る，という契約をする。企業内における昇進，昇格，昇給も新しい契約の締結
である。
三戸公氏によれば， 「欧米の企業は，個々にその内容の明確に限定せられた
職務の体系として存在する」19)のである。
アメリカの労働者の勤続年数はセニョリティというかたちで保護される。あ
る仕事に欠員が生じた場合，求人はまず同じ会社内に求められ，欠員のある職
19)三戸公前掲書18ペー ジ。
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務に対する申請あるいは志願に基いてセニョリティ順位と能力にしたがって昇
進が行われる。適当な人が見出せない場合，外部から求められることになる。
職長への昇進は，契約の改訂であって，組合は別だし，セニョリティは職長
の最下位になる。賃金は上がるが，仕事の責任は重くなるし，レイオフの時に
は真先きになるから，昇進を望まぬ労働者が出てくる 20)。平エと役付エとは，
わが国のように連続的ではないのである。
では， わが国労使関係の制度的特質といわれる ＂終身雇用.' . 年功賃金”
は，いかなる意味で日本的特質たりうるであろうか。
欧米の労働者の地城との結びつきは，むしろ日本よりも強いくらいであり，
下層労働者ほどその傾向は強いといわれる。セニョリティを積み重ね，一生一
つの会社に勤める労働者は決して少なくないだろう。企業内昇進の結果，賃金
率が趨勢として年令や勤続年数に照応するのも，欧米でみられるだろう。
日本的慣行といわれる“終身雇用”は，従業員を定年（停年）まで雇用する
制度である。しかし，これは情緒的な慣習であって法律で定めるものではない
しまた契約でもない。高田馨氏は，「雇用安定性」 (employmentsecurity)であ
り，その結果である「所得の安定性」であるといわれるが21), よくいい当て
ていると思う。「職務の安定性」 (jobsecurity)でなく職務配置の柔構造なので
ある。
では“年功賃金”とは何か。
小林謙ー氏は， 「年功賃金体系の問題点は，間接的に年令なり勤続年数なり
のとの規定関係がなんらかの“代理変数”として基準化されていることにあ
る」22)とされる。
20)鶴巻敏夫「アメリカの人事管理と日本の人事管理」日本労働協会編『労務管理と賃金
ーアメリカ方式の日本的修正ー」（日本労働協会， 昭和36年）参照。 これは，鶴
巻氏自身が昭和30年から 2年間アメリカ滞在中，アメリカの会社でアメリカ人と同じ
資格で雇われ働いてみた労働体験を報告したものである。
21)高田馨「終身雇用制」『日本的経営の特質」（ダイヤモンド社，昭和49年） 38ベー ジ。
22)小林謙一「年功賃金論の新しい視角と仮説」『賃金フォーラム』第10号（昭和51年冬
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その制度的中心は， 「学歴・年令・勤続年数および技能・勤務成績等を綜合
的に勘案して決定する」という曖昧で日本的な綜合決定給と昇給制度である。
わが国の賃金制度において定期昇給制度は極めて高い普及率を示しており，労
働省の『賃金・労働時間等制度調査』の結果によれば，民間事業体の94%が定
期昇給制度を導入している。
わが国の賃金制度では，厳密にその質量を規定された個々の職務を個々人が
それぞれ契約関係を結んで担うことがないから，労働の質量と賃金とは厳密に
は対応することはない。定期昇給は企業ごとの封鎖的な雇用体系のもとで，個
々の労働者の企業内での経験＝勤続年数の経過に応じて，個々の労働者の職務
能力の向上に見合って賃金の修正増額＝昇給が行われる趣旨のものであり 28),
低い初任給に始まって定年に至る勤続年数によって大なり小なりの基本給格差
が存在する，わが国独自の賃金形成のパターンである。
“年功賃金”は企業ごとの昇給基準線の下で，個々の労働者が賃金の調整増
額を受ける措置ということができる。
終身雇用，年功賃金は，集団指向性のある日本企業共同体の中における人中
心の制度であることに日本的特質があるだろう。
5 
日本の雇用制度は，以上にのべたような“生涯雇用.'.年功賃金”を中軸に
して，その周辺に企業内福利厚生施設，退職金，賞与，あるいは企業別組合等
が存在する。これは典型的に大企業にみられるものである。企業別組合は，日
季号） 113ページ。
23) 日経連によれば， 年功賃金制度は， 「自己啓発その他の能力開発に対し，自発的意欲
喚起の効果がより少なく，とくに能力ある者のモラールをより低くとどめ，業務遂行
全体にバイクリティを乏しくさせる」傾むきあるものである。これは， 日経連によっ
て，能力主義管理が提唱されるゆえんである。「新しい能力評価システムは，「業績評
価」を中心に，心理テスト，試験，検定を補完的な評価方法として併用する」という
（日経連『能力主義管理」昭和44年， 23,365ペー ジ）。
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本的な企業共同体，集団経営を補強するものである。
福利厚生施設には，低家賃の住宅貸与と寮施設，住宅建設資金の前貸，診療
施設，スポーツ施設等がある。大企業においてより充実している。大企業では
健康保険組合が企業ごとに作られているが，組合員の罹病率が低く組合財政は
豊かであって，組合資金で，福利施設の充実をはかったりしている。サマー・
ハウス，海岸の海水浴場地における宿泊所ないし休憩所，温泉保養所などがあ
る。それは「経営家族主義」からする“慈恵的なもの”というより，戦後にお
いては，企業内組合の団体交渉の議題であり，労働条件化している。このよう
なかたちでの福利厚生施設は，欧米の企業においてはほとんど絶無か，ぁって
もごくわずかなものである 24)。
世界主要国の企業負担福利費用をみると，法定内，法定内を含めての全福利
関係費の賃金に対する比率は，イクリアの 6割，フランスの 6割弱などを筆頭
にわが国の約3分の 1より高い。わが国に特有の退職金制度が，諸外国にみら
れない反面，わが国にはない休暇手当が各国共通して賃金の 1割前後に及ぶな
ど福利厚生そのものの性格の違いがある 25)。
日本の企業の福利厚生施設は，企業そのものが共同体であることを示してい
る。その成員である従業員は日常生活もこの共同体の中に包みこまれる。大企
24) 1965年6月のジュネープ ILO第44回総会で，労働者住宅の勧告の第一次討議が行わ
れたが， 勧告案10の(1)には， 「使用者がその労働者に直接住宅を提供することは，事
業所の所在地が普通の人口中心地から遠く離れたところにあるなど特殊な事情のもと
に必要とされる場合を除き，一般に望ましくないことを承認すべきである」と規定し
ている。にもかかわらず，このような伝統が存在している国の筆頭に， 日本があげら
れている（角田豊「企業内福利施設」『講座日本の労働問題皿社会保障』，弘文堂， 163
ページ）。西ドイツ，フランスでは，持家・持株・貯蓄など財産形成に対する援助（法
定による）がある。アメリカの労働協約には，クリスマス・ボーナスを規定するもの
があるが， 2, 3日分の賃金にすぎず，わが国の賞与といえるものではないし，企業
に限定されたものではない。
25)降矢憲一「これからの企業内福祉はどうなる」『週刊東洋経済昭和52年賃金総覧」 23,
ペー ジ。
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業の推進する福祉政策は，敗戦直後にあっては衣食住を中心とする物的なもの
であったが，今日ではレジャー管理のような精神的なものに移行してきてい
る。ある地城の広大な面積を特定の企業が運動場やクラプ・ハウスとして所有
し，地城社会と切り離された別箇の存在になっている。閉鎖的な共同体の成員
だけがこの施設を利用し，エンジョイするのである。
日本の企業は，人中心の組織である。自分の契約した仕事をするのとは異な
って，仕事はむしろ自然に濃厚桐密な人間関係のもとでなされることになる。
各人のなす仕事の内容，その質と量が明確になっているわけではない。接触部
分をカバーしあいながらする柔構造なのである。だから人柄・協調性がまず重
要視され， 「和」が強調されるのである。そして企業全体あるいは各職場の人
間関係を円滑にし協力行動によって，集団実績を向上させよう，ということに
なる。精神主義が掲げられることもある。企業内のみならず，冠婚葬祭あるい
は慰安旅行について，職場の全員がまとまって行動するようなことは，欧米で
はみられない。
臨時エ・社外工はこの家的性格をもつ企業共同体の一員ではない。企業別組
合は企業の内部に存在し，労働者は企業の一員になることによってはじめて組
合員となるし，一般に臨時エ・社外工は企業別組合の一員ではない。アメリカ
であれば，当然，セニョリティによって保護される下層労働者に，日本の労働
組合は保護の手をさしのべないのである。
わが国企業の社内報も，この共同体の日本的な“人間関係”の場である。今
恥わが国の社内報は全国で7,000をこえるといわれる 26)。
欧米では，市民の結婚とか死亡とか地方の公衆の好奇心を満たすメディアを
地方新聞が果たすのが普通である。日本の地城社会はこのようなまとまりをも
っていない。社内報は，従業員の昇進，転任，入社，退社，あるいは従業員家
族の結婚，出産，入学，死亡といった記事まで出る。従業員のプライベートな
26)池田喜作『社内報』（産業労働調査所，昭和45年）
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面までとりあげる記事が，なにかしら人間的な暖かさを感じさせ，社内の“和”
を促進する役割をもつのである。従業員の趣味談議，読者文芸など社内親睦の
役割も果たす。ここにも日本の企業のもっている強い集団主義的性格がみられ
るのである。
?
日本の労使の行動のパクーンを解く一つの鍵は，「甘え」である 27)。「甘え」
が他者に接近し，そして相手と一体となりたいという依存欲求，受身愛情希求
の感情なり行動であるとするならば， 日本の企業の密着した人間関係に「甘
ぇ」が生れるのは自然である。企業内労使関係を主体とするわが国の労使関係
はそれ自体， 閉鎖的であり情緒的であって， 「甘えの労使関係」なのである。
「甘え」はすべての葛藤を身内の問題として，心情的な了解によって解消し
ようとする。これは，労使関係においては「なれあい」であり「まあまあ」の
心情的了解にもとづく情緒的信頼関係である。しかしこのような「甘え」は，
そのまま円満であることかならずしも意味しない。「甘え」の関係はそれ自体，
不安定で傷つきやすい関係である。すぐれて人間的な関係であるだけに，紛争
も起りやすい。花見忠氏によれば28),わが国の労使の行動様式を規制するルー
ルがないから，情緒的信頼関係がくずれると，紛争はむしろ激化，拡大する。
ここでは論理的な話し合いは期待できない。紛争は感情の交錯のまにまに，
一種の泥試合的要素を含んで展開される。合理的な計算からは到底出てこない
27)土居健郎前掲書
28)中山伊知郎氏は， 日本の労使関係は，西欧的なものの見方からすれば，使用者とのそ
の労働者ないし労働組合との間に存在する非常に密着した (intimate)関係がその特
質である，とされる， (I.Nakayama, "The Modernization of Industrial Relations 
in Japan", Br紺shJournal of Industrial Relations, July, 1965)。この intimate
は「甘え」をよくいいあてていると思う。日本の労使関係を「甘えの労使関係」と規
定するのは，花見忠『労働争議」（日経新書， 昭和48年）である。 ここには興味ある
多くの事例が掲げられている。・
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行動ー一時には流血の惨事を伴なう暴力的衝突—がみられるのである。
この場合，団体交渉は，理をつくす話し合いではない。相手がいかに悪いか
をいい立てる。極く少数の経営者を，多数の外部団体員と組合員が取りまいて
長時間にわたり吊し上げたりする。
ある程度のカホを立てる日本的和解か，外部の権威によって解決が図られな
いかぎり，紛争は感情の激化からますますもつれて共同体はとめどもなく荒
廃していくのである。
年中行事化した春闘でも，ろくろく団体交渉せず労働委員会にあっ旋申請を
行うのがみられる。外部の権威が必要だからである。
今や泥沼化した官公労使関係も「甘えの労使関係」である。昭和32年の春闘
における国労の処分問題に端を発した争議は，昭和49年11月の90万人8日間の
統ーストに頂点に達したが，ここでも当事者間の自主的な交渉よりも，依然，
!LOという外の権威によりかかっているのである。
?
ここで，ここ二十年の日本の労働組合を統計によってみてみよう。
第 1表のごとく，わが国の労働組合員数は，昭和30年の 629万人から 34年に
は721万人， 40年には1,000万
の大台をこえた。イギリスを
追い抜き，アメリカに次ぐ世
界第2位の大量の労働組合員
を擁する。あたかも日本のG
NPの伸びにともなって組合
員数が伸びてきたのである。
その要因として，わが国の
企業別組合組織形態があげら
れる。全員一括加入の形式を
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第 1 表昭和3~以降の労働組合員数，
組織率の推移
組合員数 推定組岬 I 
昭和30年 6,286千人 ・37.8彩 I: 
I 
34年 7,211 33.9 ， 
37年 8,360 36.1 
41年 10,404 34.2 ; 
45年 11,605 35.4 
48年 12,098 33.2 
4呼 12,462 34.2 
l 50年 12,590 34.7 
資料出所労働省「労働組合基本調査」
（注）侶年より沖縄県を含む。
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とること，新しく企業に入るものがそのまま組合に組み入れられてきたことで
ある。とくに昭和35年以降の高度経済成長下にあって，組織率の高い大企業ほ
ど大きく雇用者が増加したのであって，組合員増は，あたかも汐の満ちくるご
とく静かなものであったろう。組織率がほば保ち合いであることは，これを反
映している。おそらく組合指導者もそれと気がつかぬ間にー―—組織活動不在の
ままにー―—組合員数が増え，組合財政が膨張しただろう。企業別組合組織とい
う日本的なものは，日本の労働組合の成長に寄与したのである。
第 2表，第 3表にみられるように，わが国の全国的労働団体のうち，総評は
その 3分の 2を官公労働者が占めている。これに比べて同盟，新産別，中立労
連では民間企業の組合員数が圧倒的である。高度成長下の雇用者の伸びは，民
間企業におけるものであったから，組合員の増も民間企業にみられた。したが
って，総評の伸びが比較的緩慢に止まったのである。
組織労働者の伸びは，春閾の参加人員の増加にもなった。
経験主義にもとづく試行錯誤“方式”といわれながらも， 「経済成長度の高
第2表労働組合員の種類（昭49)
労働団体 l合 計 民間企業 公共企業体 官公庁
ムロ 計 100.0 73.2彩 9.9% 16.9彩
総 評 100.0 35.7 22.9 41.4 
同 盟 100.0 92.8 6.4 0.9 
新産別 100.0 100.0 
中立労連 100.0 100.0 0.0 
その他 100.0 93.3 1. 5 5.3 
第3表主要団体別労働組合員数等の推移 （単位千人）
年 計 総 評 同 盟 新産別 中立労連 その他 雇用者数
昭和41年 10,404 4,274 1,716 66 1,021 3,472 30,420 
45 11,605 4,282 2,070 75 1,400 3,944 32,770 
48 12,098 4,341 2,278 70 1,374 4,420 36,390 
49 12,462 4,457 2,313 71 1,401 4,614 36,490 
50 12,590 4,573 2,266 70 1,369 4,705 36,280 
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い民間大単産」において「成長にふさわしい賃金」をとろうとする賃金闘争は
その規模を年々，拡大させてきた。今日ではほぱ 1,000万，組織労働者の約 8
割によって行われるようになったし， 40年代に入ってからは，春闘賃上げの動
向に国民経済レベルでの賃金動向をリードするメカニズムが機能するようにな
った119)。春闘で民間のリーダー的産業の主要企業の賃上げがきまると公労協
を含む主要労組間に波及し，その波及は次第に中小企業労組に及ぶ。
第4表春闘の規模の推移
1 参（千加人）者 対労 組働 織者 対雇用者
30年 734 1. 7% 4.3% 
35 4,277 55.8 18.0 
40 6,347 62.6 21.8 
45 8,013 69.0 24.5 
50 9,780 78.0 26.0 
第5表経済成長と春闘賃上げ率， 1人当り雇用者所
得伸び率の推移
経済成長率 春闘
雇人得用伸当者びり率所1 年 度
実質 名目 賃上げ率
昭和31年度 6.2 12.3 6.4 
35 12.5 19.1 8.7 10.5 
41 11.1 17.1 10.6 1. 3 
45 10.4 17.3 18.5 16.8 
47 9.8 16.1 15.3 15.7 
48 6.1 21. 7 20.1 21. 3 
49 △ 0.2 17.9 32.9 26.4 
資料出所 「国民所得統計」「労働省資料」
第 6表にみられるように，この20年，民間企業の組織労働者の伸びは，産業
別組織の優位を大きく交替せしめた。炭労，全日自労がリストから消え，電機
29)降矢憲一「長中期に春闘・賃金を考える」『経済評論」 1966年4月号24ページ。
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第6表産業別組合の比較
861 
昭 和 30 年 昭 和 50 年
産別組合 I上部加盟 1組（合万員人数） 産別組合 I 上部加盟 1組（合万人員数） 
1日 教 組 総 評 58.2 1自 治 労 総 評 118.6 
2自 治 労 総 評 47.8 2日 教 組 総 評 63.4 
3国 鉄 労 総 評 36.9 3電機労連 中立， JC 54.6 
4全繊同盟 同 盟 30.8 4自動車総連 J C 52.5 
5全 逓 総 評 21. 5 5ゼンセン同盟 同 盟 50.3 
6炭 労 総 評 20.5 6電通共闘 総 評 32.6 
7全 電 通 総 評 15.0 7全金同盟 同 盟 31. 6 
8全 銀 連 な し 13. 0 8生保労連 中 立 31. 0 
9私鉄総連 総 評 12.9 9鉄鋼労連 総評， JC 25.0 
10全日自労 （総評） 12.4 10国 鉄 労 総 評 24.1 
資料出所 「労働組合基本調査」
労連，自動車労連，生保労連，鉄鋼労連が新しく登場し，国労，全済は組合員
数が減少した。 51年春闘で，主導権が総評から，鉄鋼労連・電機労連・自動車
労連等による IMF・JCに移行した要因がここにみられる。
ベース・アップは，企業別組合員の平均賃金を引上げるところの日本語であ
る。春闘はこのベース・アップ要求を中心とし，賃金交渉が企業レベルで行わ
れてきた。しかし，春闘は，ベース・アップ額の標準化の役割を果たすことで，
日本の賃金決定機構として定着してきたのである。交渉が企業レベルで行われ
ながら，企業外要素が強く働らくようになり，そのようなかたちで企業間ある
いは産業間の賃金水準の波及のメカニズムが定着し拡大してきたのである。ベ
ース・アップ闘争だからこそ，定着してきたともいえるだろう。市場競争の中
で競争条件の弱い企業はそれなりの対応をしてきたからである。
OECD対日労働調査団の評価によれば，企業別組合は， 日本の経済成長に
寄与した， 「企業別組合が， 仕事と所得の保障の見返りとして，いわゆる「生
産性交渉」の一種ともいえる形式で，経営者に経営責任をまかせる，労働者は
企業がなるべく高能率，高収益的であることを望むが，経営者の責任に正面か
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らくちばしを入れるようなことはしない」30)からである。
日本の雇用慣行は， 「西欧では，摩擦の多い技術革新の導入を円滑にするこ
とによって日本の高度経済成長の一つの要因となった」31¥
賃金が主として年功にリンクしているから，企業の必要に応じた再配置は，
労働者の所得を害するおそれはない。古い職務の配置者を解雇せずして，新し
い技術に対応する能力の再教育，再訓練を行ない，これを新しい職務に配置す
る，職務配置の柔構造が存在するからである。
8 
戦後の経済成長は，人口の増加を上回る労働力の増加に支えられた。それは
高い出生力に支えられた若い人達のたえざる補給から生れたものであった。農
村から都市への労働力の流れも30オ未満の若年層であった。
しかし，昭和25年以降の出生率の低落は，次第に人口の年令構造の老令人口
(65オ以上）と生産年令人口 (15~64オ）を相対的に増加せしめる。 これは35年
第1表年令構造の変化（昭和25~50年） （単位：％）
年令構造係数2)
老年化指数3)年 次
I I 0~14オ 15~64オ 65オ以上
昭和25年 35.37 59.69 4.94 14.0 
30 33.38 61. 30 5.32 15.9 
35 30.04 64.23 5.73 19.1 
40 25.61 68.10 6.29 24.6 
45 23.93 69.00 7.07 29.6 
501) 24.29 67.76 7.91 32.6 
資料出所 『国勢調査』
注 1) 1%抽出集計結果。
2)各年齢階級人口の総人口に対する百分比。
3) 65歳以上人口の15歳未満人口に対する百分比。
30)労働省訳『OECD対日労働報告書』（日本労働協会，昭和48年） 36ペー ジ。
31)同264ベー ジ。
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以降，第7表のように明らかにみられる。
人口の高令化は，労働力の高令化につながる。第 8表のように，とくに昭和
40年以降の19才以下の相対的減少と45オ以上の相対的増加となってあらわれて
いる。 15~19オ層の進学率の上昇と女子の非労働力化に労働力化率は低下し，
昭和45年以降労働力の伸びも鈍化している。
第8表労働力人口の年令構造の変化（昭和35~6()ip) （単位： 96) 
~ ミ I 19才以下 20-29 I 30~44 I 45~54 1 55オ以上
昭和3辟F 10.1 26.1 32.6 16.1 15.3 
40 8.2 27.1 34.3 15.1 14.8 
45 5.9 28.2 35.5 15.8 15.2 
50 3.2 26.1 36.5 19.1 15.2 
55 2.9 21. 3 38.1 21. 5 16.3 
60 2.7 19.0 37.7 21. 9 18.9 
資料出所総理府「労働力調査」
労働省「職業安定局推計」
昭和51年に発表された「労働白書』（昭和50年労働経済の分析）は，その第 2部
「長期的にみた労働経済の構造変化」において，労働力の高令化，高学歴化の
様相を分析している。
白書が日本における労働力高令化の特徴として指摘するのは，つぎの4点で
ある。
第1に，これまで日本の労働力の年令構成の特徴であり，日本の雇用慣行の
基盤であった「ビラミッド型」が，今後10年間に，高令化現象が先行した西欧
先進国の年令構成である「ビヤ樽型」に完全に移行する，ということである。
第2は，高令化の中身の変化であって， 30~44オ層の，いわば中間層のふえ
る段階はすでに峠を越えて安定期に入っているのに対して，現在は，定年年令
直前にあたる年令層が，変化のビークにさしかかっている。
第 3は，その変化のスピードが急速であることである。
第4は，このような人口の年令構成の急変の影響は，中小企業よりも大企業
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により多く集中的にあらわれるだろう，ということである。
大企業は，若年労働力を必要なだけ確保することによって，・ 1:."ラミッド型”
を維持してきた。それは日本の雇用制度を維持してきた一つの条件でもあっ
た。企業が成長するとき，企業組織の中で新しい職位の数が増加し，若い労働
力を採用した。従業員の平均年令が若いということは，そのまま人件費の比率
が低いことであり，平均年令を低く保つためには，年々雇用する若い労働者の
数をますます増加させ，人員構成を 1:."ラミッド型に保つことである。企業が加
速度的な成長を維持するとき，その人員構成はヒ゜ラミッド型を維持できない。
日本の雇用制度では，景気循環に応じて必要な従業員数を増減するレイ・オフ
の方法はとれず（雇用調整は，残業規制，臨時エ・パートタイマーの解雇，社外エ・下
請の整理，希望退職の募集など多様な形態をとって進められるが），人件費は固定費的
性格をもつ。人員構成がビヤ樽型になれば，平均年令は高く，したがって人件
費の比率は高くならざるをえない。
白書によれば，わが国労働力の中高年令者の割合は，昭和45年以降5年ほど
の間に急速に上昇し始め，今後5年間は過去5年間よりもやや早いテンポで変
化が進み，その後もその傾向が続くものである (95ページ）。さらに今後の若年
労働力不足の激化にともなって． 「大企業部門においても，労働者数を現在と
同じに維持するか，あるいはそれ以上に拡大しようとする限り，これまで以上
に中高年労働者の割合を増加させることが避けられなくなる」 (160ペー ジ）。当
然，企業は，採用，配置，昇進などの雇用慣行や賃金慣行を労働力構成の変化
にどう対応させていくぺきかを検討しなければならない。
金子美雄氏の「45オ昇給停止制への提言」82)はその一つといいうるだろう。
すでに，労働省調査による賃金の勤続年数別，年令別格差は大きく縮小してお
り（「賃金構造基本統計調査報告）， たとえば， 最近10年間に，年令18~19オを基
準に40~49オの倍率は，昭和49年に2.12倍であったのが，昭和49年には1.76倍
へと36ポイントも低下した。企業はそれなりの対応を示しているのである。
今後，若年労働力の不足は激化し，中高年層は過剰となるという労働市場の
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影響で，賃金の年令別格差はさらに縮少するであろうし，これからの基本給は
職能給的色彩を強めるだろう。年功賃金を支える条件は確実に変化している。
しかしこれは日本の雇用慣行が，個々の職種・職務が厳密に規定せられ契約
中心の欧米の雇用慣行に移行することを意味しない。他律的人間の集団である
日本の企業経営がその伝統的性格を失なうことは当分ありそうでないのであ
る。
32) 金子美雄氏「45オ昇給停止を提案する一―—早期退職奨励制度も溝入せよー」『エコ
ノミスト』昭和51年10月12日号）は，つぎのような内容のものである。年功賃金体系を
支えてきた条件が崩壊してきた。年功賃金の基本的性格を世帯生活賃金を考えた場合，
基準生活費は40~45オの間でピークに達する。したがって年功賃金はせいぜい45オま
でで， 住宅問題， 老後保障， 子女の教育などの費用は企業内賃金で解決すべきでな
く，政府の施策によって充足されるぺきである。今後，高学歴化にともなって人事管
理面における効率化，能率化への要請から能力主義が拾頭する。 40オ以上に，職務給
的あるいは能力給的な部分を圧倒的に強めるべきである，と。
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